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7. まとめ 

 

 平成 15（2003）年度から 22(2010)年度までの黄砂日観測数は、2003年度まで年々増

加していたが、2008、2009年度と減少し、2010年度に再び増加した。この間の観測

延べ日数（地点数×日数）の経月変化では 3～5月の飛来が顕著であった。地域別の

黄砂日数では、九州、山陰が上位を占めていた。黄砂日の SPM濃度は、2008年から

2010年の 3年間では、2009年に低い傾向がみられたが 2010年には西日本で高くなっ

ていた。黄砂飛来日の黄砂の規模を、観測された都道府県での SPM平均濃度に観測地

点都道府県数を乗じて算出すると、1000（μg/m3×都道府県数）以上の大きな黄砂は、

2003年度から 2010年度で 14％（全黄砂日数に占める割合）を占めていた。 

 

 平成 20(2008)度～平成 22(2010)年度における黄砂飛来時の成分分析調査結果において、

アルミニウム（Al）は、黄砂の影響が見られる試料では（黄砂が観測されかつ TSPが

100μg/m3以上とした）3.7～7.4μg/m3の範囲にあり、平均は 5.5μg/m3（組成 4.6％）

であった。これは、黄砂の影響がみられない件体の平均 1.2μg/m3（組成 2.5％）と比

べると大きな値となっていた。粒径 2.5μm以下（微小粒子(PM2.5))中のイオン成分分析

結果では、黄砂の影響が見られる試料において、硫酸イオン濃度は、3.0～7.4μg/m3

で平均 5.5μg/m3となっていた。農薬の分析結果は、各物質とも大気管理参考濃度より

もかなり低い値であった。検出された農薬は日本でも使用されており、大陸からの飛

来の影響を明確に確認することはできなかった。 

 

 黄砂を多角的に把握するため、気圧配置、砂塵嵐の発生状況、SPM濃度全国分布、後方

流跡線、CFORS予測結果、ライダー黄砂消散係数、黄砂消散係数と SPM濃度の関係、硫

酸イオン濃度時間値、PM2.5／SPM比などを集約した。これらのデータをもとに各黄砂事

例の特徴を明らかにし、単純黄砂、硫酸塩エアロゾル、混在黄砂の大きく３つのパタ

ーンに分類することを試みた。黄砂飛来の把握には、アジア中央部での黄砂の発生状

況、日本南岸に前線が位置する気圧配置、モンゴルからの方向を示す後方流跡線、ラ

イダーでの黄砂消散係数と SPM濃度の同時上昇、小さな PM2.5／SPM比などがその判断と

して有効と思われた。また、硫酸塩エアロゾルを主体とする煙霧の飛来については、

硫酸イオン濃度の上昇、中国沿岸部からの方向を示す後方流跡線、大きな PM2.5／SPM

比などをもとに判断した。 

 

 2008～2010年度の 3年間の黄砂日など合計 30事例について、単純黄砂、硫酸塩エアロ

ゾル、混在黄砂の 3つに分類を行った。その中で、特徴がある程度明確であった単純

黄砂 4事例、混在黄砂 8事例、硫酸塩エアロゾル 3事例を抽出した。混在黄砂につい

ては、硫酸塩エアロゾルが黄砂と同時に飛来しているケース、硫酸塩エアロゾルが先

に飛来しその後黄砂が来るケース、更に、南に硫酸塩エアロゾル北に黄砂と地域で分

離されるケースに分かれるような特徴がみられた。 

 

 気象台の黄砂の観測は主に目視によって行われているが、黄砂飛来の判定方法として、

ライダー黄砂消散係数と SPM濃度の時間変動から、黄砂を検出する方法について検討

した。気象台黄砂日でのライダー消散係数と SPM濃度の相関係数などを参考に、相関

係数（0.6以上）、SPM濃度（50μg/m3以上）などの条件を設定した。それをもとに、3

年間の黄砂飛来の可能性がある日を抽出した。抽出された日で気象台黄砂日でない 28

日について、黄砂飛来の可能性を、天気図、後方流跡線などのデータをもとに検証し

たところ、概ね黄砂の飛来を確認できた。気象台の黄砂日でなく検出された黄砂は、

夜間に飛来していることが多く全体的な黄砂飛来把握の方法として有効と思われる。  
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8.今後の課題 

 

 黄砂の飛来は気象条件や発生源の状況によって大きくその態様が異なるため、特徴や

影響を把握することが難しい。本報告書においては、単純黄砂・硫酸塩エアロゾル・

混在黄砂の 3 つに分けて 3 年間の黄砂事例の分類を試みた。今後、影響把握や対策検

討など目的に応じた分類の種類、方法について更に考察を進める必要がある。 

 

 汚染物質の大陸からの飛来を検証する際に、硫酸イオン濃度はその生成過程からも重

要な指標になると考えられる。汚染物質を含む混在黄砂の把握には、国内複数点での

高い時間分解能の硫酸イオン濃度データの取得が有効と思われる。 

 

 汚染物質飛来の明確な指標となる物質（例えば PAH等）を特定し、調査・検証し、汚

染物質の飛来状況について的確な把握をすることが必要である。  

 

 現在、日本・中国・韓国でのモニタリング・予測などの共同研究が進行しているが、

これらの研究の更なる進展により、発生源対策や国内での影響の未然防止への寄与が

期待される。 
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